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１　基本方針
　●●市社会福祉協議会は、南海トラフ地震等の大規模災害の発災時に、利用者や職員の生命を守り、安全を確保し、社協活動を継続することによって、●●市民の生活復旧や復興を担えるよう、初期行動計画を定めるものとする。

　社会福祉法人●●市社会福祉協議会　初期行動計画　基本方針
・・・・・・
２　被害想定（最大クラスの地震・津波：Ｌ２の場合）
	震　　度
	震　度　　　　　～

	津波浸水
	市町村内の津波浸水　　　あり　　・　　なし

	人的被害
	　死者　　　　　　　　　人
　　※うち　建物倒壊　　　　　　　人
　　　　　　津波　　　　　　　　　人
　　　　　　急傾斜地崩壊　　　　　人
　　　　　　火災　　　　　　　　　人
　負傷者　　　　　　　　人
　　※うち　建物倒壊　　　　　　　人
　　　　　　津波　　　　　　　　　人
　　　　　　急傾斜地崩壊　　　　　人
　　　　　　火災　　　　　　　　　人

	建物被害
	　液状化　　　　　　棟　　揺れ　　　　　　棟
　急傾斜地崩壊　　　棟　　津波　　　　　　棟
　地震火災　　　　　棟
　 合計　　　　　　棟

	避難者数
	　１日後の避難者数　　　　　　　人

	現在の人口
	　　　　　　　人（平成　　年　　月　　日現在）

	現在の世帯数
	　　　　　　世帯（平成　　年　　月　　日現在）

	市町村社協施設
	　耐震性　　　　　　あり　・　なし
　津波浸水　　　　　あり　・　なし　
　津波浸水深30cm（　　　　）分後
液状化　　　　　　あり　・　なし　
　急傾斜地崩壊　　　あり　・　なし　
　地震火災　　　　　あり　・　なし
　施設内耐震対策　　あり　・　なし　
　　※オフィス家具の転倒・落下防止対策等


ライフライン被害想定（発生頻度の高い地震：Ｌ１の場合）
	上水道
	断水率
	断水人口

	
	直後
	１日後
	１週間後
	１か月後
	直後
	１日後
	１週間後
	１か月後

	
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　人
	　　　　人
	　　　　人
	　　　　人

	下水道
	支障率
	支障人口

	
	直後
	１日後
	１週間後
	１か月後
	直後
	１日後
	１週間後
	１か月後

	
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　人
	　　　　人
	　　　　人
	　　　　人

	電気
	停電率（県下全域）
	ガス
	要点検
需要家数
	機能支障率

	
	直後
	１日後
	４日後
	１週間後
	
	
	

	
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	
	　　　　　　軒
	　　　　　％

	固定
電話
	不通率（県下全域）
	特記
事項
	

	
	直後
	１日後
	１週間後
	２週間後
	
	

	
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	　　　　％
	
	

	道路啓開計画
	　

	社協役職員
参集場所
	

	行政災害対策本部
設置場所
	　


３　初動対応
　大規模災害時における●●市社協職員は、下記の①～③により行動する。
　①勤務時間中（事務所）の発災





　②勤務時間中（外出時・出張時）の発災




　③勤務時間外（休日・夜間）の発災

（１）避難行動と安全確保
　大規模災害が発生したら、なによりもまずいのちを守る行動に徹する。そのために利用者や職員は安全な場所に避難する。そして大津波警報が解除されて、安全が確保されるまで避難を継続する。

　社会福祉法人●●市社会福祉協議会　避難マニュアル

　・・・・・・
（２）職員の初動対応
　大規模災害時に●●市社会福祉協議会職員は下記参集基準により参集し、初動対応を行う。
　職員は「初動対応チェックリスト」に基づいて、初動対応を行う。
　個々の職員の行う初動対応は「職員携行カード」に記載する。

社会福祉法人●●市社会福祉協議会職員　参集基準
・第１配備体制
	基　準
	対象者

	市内で震度５強以上の地震が発生したとき、
または高知県沿岸に津波警報が発表されたとき
	事務局長
地域福祉課長
在宅介護課長
通所介護課長
災害ボランティアセンター担当職員


・第２配備体制

	基　準
	対象者

	市内で震度６弱以上の地震が発生したとき、
または高知県沿岸に大津波警報が発表されたとき
	常勤職員全員


※勤務時間中に発災した場合には上記配備体制で初動対応を行う。
　　ただし職員が家族の安否確認のため一旦帰宅する場合には、第１配備体制対象者が社協事務所に残留する。
　※第２配備体制では、通勤経路の被災や移動手段の喪失により、常勤職員全員が参集できない可能性があるため、「災害時職員勤務調査票」に基づき代替職員の初動の役割も定めておく。

「災害時職員勤務調査票」について
「災害時職員勤務調査票」は、南海トラフ地震のような大規模災害に備えて、災害時の社協職員の状況をあらかじめ把握しておくことを目的としています。
大規模災害時には、利用者や社協職員のいのちを守り、そのうえで地域住民の生活復旧・復興支援のため、社協事業をできるだけ速やかに、円滑に継続・再開することが重要です。そこで災害発生時の状況を想定し、社協事業をどのように継続・再開するかを定めた「初期行動計画」を策定します。この初期行動計画の中では、大規模災害時に、誰がどこに集まるのか、何をするのか、といった具体的なことを定めます。
そのために、まず全職員のみなさんには「災害時職員勤務調査票」に記入していただき、これをもとに大規模災害時に個々の職員が何をするかを決定します。調査票には家族の状況や宿直勤務、徒歩の場合の所要時間など細かい調査項目がありますが、これは個々の職員の役割を決定する際に個別事情を考慮するためです。
大規模災害時には、想定外のことが数多く発生するかもしれません。しかし事前に取り組めることにはできるだけ取り組み、いざという時に備えたいと思います。「初期行動計画」策定の前提となる、「災害時職員勤務調査票」の記入へのご協力をよろしくお願いします。
＜記入にあたって＞
１．「災害時職員勤務調査票」は個人情報が含まれる取扱注意文書です。
　　初期行動計画策定以外の目的には使用しません。
２．すべての項目に記入してください。
　　選択肢がある項目は○をつけてください。
３．被害想定は、高知県が発表している「南海トラフの巨大地震による震度分布・津波浸水予測について」、「南海トラフの巨大地震による被害想定について」のとおりとします。被害想定は、「高知県南海トラフ地震対策課」のホームページで確認できます。
●●市社会福祉協議会　災害時職員勤務調査票
（平成　　年　　　月　　　日　現在）
	ふりがな
名　前
	
	生年月日
	年　　月　　日生
（　　　　　歳）

	所　属
	
	職　名
	

	現住所
	

	現住所の
被害想定
	想定震度　震度（　　　）　　　津波浸水　　あり　・　なし
自宅耐震性　　あり　・　なし　・　未確認　　　　　　

	家族との
連絡方法
	確認済　・　未確認
	自宅からの避難経路
	確認済　・　未確認

	家族状況
	乳幼児あり　・　要介護者あり　・その他（　　　　　　　　）

	大規模災害時の
参集場所
	　

	参集場所への
移動手段
	自動車　・　バイク
自転車　・　徒　歩
	参集場所への距離
	　　　　　　km

	参集場所までの
経路の被害想定
	被害あり（　津波浸水　・　道路不通　）　・　被害なし
　↓
う回路あり　・　う回路なし

	参集場所への
所要時間
	　　　　　　　分
	※上記の大規模災害時の参集場所までの移動手段、距離、経路による所要時間を記入。

	災害ボランティアセンター
	研修受講や運営スタッフ経験

あり　・　なし
	大規模災害時の
宿直勤務
	可能　・　不可能

	その他
特記事項
	


図３－２－１　●●市社協の大規模災害時参集場所と役職員居住地
　
図３－２－２　●●市社協職員災害時参集時間想定表

	参集時間
	１時間以内
	３時間以内
	１日
	３日

	参集距離
	3km未満
	9km未満
	20km未満
	20km以上

	参集可能
職員氏名
※各課・係別に記載する
	本所
	□□　○○
	□□　○○
	□□　○○
	□□　○○
□□　○○
□□　○○
□□　○○

	
	支所
	
	□□　○○
	
	□□　○○

	
	センター
	□□　○○
	□□　○○
□□　○○
	□□　○○
□□　○○
□□　○○
	□□　○○
□□　○○
□□　○○

	合計人数
	
	
	
	


図３－２－３　初動対応チェックリスト
	
	項　目
	✓
	内　容
	担 当

	職　　員
	自分および周囲の安全確保
	□
□
	自分自身の安全を確保してから、初期消火、周囲のけが人や閉じ込められた人を救助する。
津波や火災の危険性がある場合には安全な場所に避難する。
	

	
	自分の安否連絡
	□
	事前に定められた方法を用いて、自分および家族の安否を市町村社協に報告する。
	

	管　　理　　職
	利用者・来所者・職員の安全確認、物資の配給
	□
□
□
	避難が必要な場合、利用者・来所者・職員を安全な場所に避難誘導する。
職員の安否確認を行い、結果を集約する。
必要があれば、職員に安全な帰宅方法を指示する。
備蓄物資から飲料水・食料等を配給する。
	

	
	建物・設備の被災状況確認、二次被害の防止
	□
□
□
	建物・設備の被災状況を確認する。
ガス栓や電源の遮断による火災の防止、ロッカー等の落下防止、危険区域の立ち入り禁止など各種安全対策を実施する。
危険が周辺に及ぶ可能性がある場合には、住民に対する危険周知や避難要請、行政機関に対する連絡を行う。
	

	
	社協災害対策本部の立ち上げ
	□
□
□
	事前に定めた参集基準に基づき、社協災害対策本部員は所定の場所に参集する。
社協災害対策本部を立ち上げる。
所定の場所が使用できない場合は、代替事務所へ参集する。
	

	
	優先事業実施か通常事業継続の判断
	□
	被害情報などに基づき、社協災害対策本部において、事前に定めた優先事業を実施するか、通常事業を継続するか判断する。
	

	
	記録および情報発信
	□
□
□
	これまで実施した対応や発生した問題点等を記録する。
情報発信の手段を確保する。
市町村社協内外の関係者に情報を発信する。
	





（３）安否確認
大規模災害時に●●市社協役職員は下記の方法により安否確認を行う。

社会福祉法人●●市社会福祉協議会　役職員安否確認方法
　①電話・メール連絡
　　職員電話・メール連絡網で安否確認を行う。

　②災害用伝言ダイヤル
　　電話連絡できない場合、各課職員は以下の番号に安否を録音する。
　　　総　務　課：０８８－ＸＸＸ－１２３４
　　　地域福祉課：０８８－ＸＸＸ－５６７８
　　　介護福祉課：０８８－ＸＸＸ－９１０１
　　※録音は３０秒以内で安否を伝えること。
　　　【録音すること】①氏名
　　　　　　　　　　　②被害「無事です」「足をけがしました」
　　　　　　　　　　　　　　「家族も全員無事です」
　　　　　　　　　　　③所在「自宅にいます」「○○避難所にいます」

　　　　　　　　　　　④出勤「いまから出勤します」
　　　　　　　　　　　　　　「朝になったら出勤します」
　　　　　　　　　　　　　　「車が流され、出勤できません」
　　　　　　　　　　　　　　「道路が通行できず、出勤できません」

　　※災害用伝言ダイヤルは１番号あたり１０伝言以内なので、指定された番号以外に録音しないこと。
　③直接確認
　　電話連絡網と災害用伝言ダイヤルが両方使用できない場合は、参集場所に到着した時点で直接安否を確認する。

　※災害の規模によって通信手段の状況が変わるので、①→②→③の順番で安否確認を行う。

（４）●●市社会福祉協議会災害対策本部
　大規模災害時には役職員が参集しだい、●●市社会福祉協議会災害対策本部を設置し、本部会議を開催する。本部会議では初期行動計画に基づき、通常事業を中断して優先事業を実施するかを決定する。
　災害対策本部は「社会福祉法人●●市社会福祉協議会災害対策本部設置・運営要領」

に基づいて設置・運営する。

　社会福祉法人●●市社会福祉協議会　災害対策本部
　＜本部員＞　　　　　　　　＜本部設置場所＞
　　会長（本部長）　　　　　　●●市社会福祉センター２階会議室３
　　事務局長（副本部長）　　　※耐震性あり、津波浸水なし
　　事務局次長

総務担当課長

地域福祉担当課長

介護事業担当課長
　＜災害対策本部での確認・協議事項＞
　　・役職員の安否確認、被災状況の確認
　　・初期行動計画に基づく事業継続の判断
　　・行政災害対策本部や県社協との連絡調整　など
　＜本部会議開催頻度＞
　　発災後７２時間以内に第１回本部会議を開催する。

　　通常事業再開まで、毎日午前８時３０分と午後５時に２回開催する。
　社会福祉法人●●市社会福祉協議会　大規模災害時職務代理者
	
	第１代理者
	第２代理者
	第３代理者

	会　　長
	副会長
	事務局長
	事務局次長

	事務局長
	事務局次長
	総務課長
	地域福祉課長

	事務局次長
	総務課長
	地域福祉課長
	在宅福祉課長

	総務課長
	地域福祉課長
	在宅福祉課長
	総務課主任


社会福祉法人●●市社会福祉協議会災害対策本部設置・運営要領
（設　置）

第１条　●●市社会福祉協議会は、南海トラフ地震等の大規模災害時において、迅速かつ効果的に災害対応を行うため、災害対策本部を置く。

（担当事項）

第２条　災害対策本部は、次の事項を担当する。

　（１）利用者および役職員の安否確認、被害状況の確認に関すること
　（２）初期行動計画に基づく事業継続の判断に関すること
　（３）●●市災害対策本部との連絡調整に関すること
　（４）前各号のほか、災害対応に関すること
（組織等）

第３条　災害対策本部は、会長、事務局長、事務局次長、総務担当課長、地域福祉担当課長、介護事業担当課長および本部長が指名する者をもって構成する。

　　２　災害対策本部長は会長とする。
　　３　災害対策副本部長は事務局長とする。
　　４　災害対策本部員が欠けたときは、別表１に定める者が代理する。

（設置場所）
第４条　災害対策本部は、●●市社会福祉センター２階会議室３に設置する。
（参集基準）

第５条　本部長は、災害の種類や規模等を勘案し、必要な職員を参集させる。
２　災害時参集基準は別表２のとおりとする。
（附　則）

この要領は、平成ＸＸ年Ｘ月ＸＸ日から施行する。
別表１：災害対策本部員代理者
別表２：災害時参集基準
別表１：災害対策本部員代理者
	
	第１代理者
	第２代理者
	第３代理者

	会　　長
	副会長
	事務局長
	事務局次長

	事務局長
	事務局次長
	総務課長
	地域福祉課長

	事務局次長
	総務課長
	地域福祉課長
	在宅福祉課長

	総務課長
	地域福祉課長
	在宅福祉課長
	総務課主任


別表２：災害時参集基準
・第１配備体制
	基　準
	対象者

	市内で震度５強以上の地震が発生したとき、
または高知県沿岸に津波警報が発表されたとき
	事務局長
地域福祉課長
在宅介護課長
通所介護課長
災害ボランティアセンター担当職員


・第２配備体制

	基　準
	対象者

	市内で震度６弱以上の地震が発生したとき、
または高知県沿岸に大津波警報が発表されたとき
	常勤職員全員


※勤務時間中に発災した場合には上記配備体制で初動対応を行う。
　　ただし職員が家族の安否確認のため一旦帰宅する場合には、第１配備体制対象者が社協事務所に残留する。

　※第２配備体制では、通勤経路の被災や移動手段の喪失により、常勤職員全員が参集できない可能性があるため、「災害時職員勤務調査票」に基づき代替職員の初動の役割も定めておく。
４　事業継続
　●●市社会福祉協議会は、●●ページの事業分析に基づいて、大規模災害時には●●ページの優先事業を実施する。
優先事業の実施は、社会福祉法人●●市社会福祉協議会災害対策本部設置・運営要領第２条２号に基づき、●●市社会福祉協議会災害対策本部において決定する。
社会福祉法人●●市社会福祉協議会　事業分析表
	
	事業名
	担当課・係名
	担当
職員数
	影響評価
	合計点
	優先度
	理由
	目標実施時期

	
	
	
	
	事業対象者
への影響
	地域
への影響
	社協経営
への影響
	
	
	
	

	災1
	避難所の設置・運営
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	災2
	福祉避難所の設置・運営
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	災3
	災害ボランティアセンターの設置・運営
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	災4
	緊急小口資金の特例貸付
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


①「影響評価」欄では、各事業の影響を数値化して記入します。
１～３点で評価し、数字が大きくなるほど、影響が大きくなります。
　１点：影響小
　２点：影響中
　３点：影響大
②「優先度」欄では、影響評価の結果を踏まえて、大規模災害時の優先事業を選定します。Ａ～Ｃの３段階で優先度を判定します。
　　Ａ：優先度高
　　Ｂ：優先度中
　　Ｃ：優先度低

③「目標実施時期」欄には、大規模災害時において目標とする実施時期を記入します。
「３日」「１週間」「１か月」というふうに具体的に記入します。

社会福祉法人　　　　社会福祉協議会　大規模災害時優先事業
	事業名
	１日目
	２日目
	３日目
	１週間目
	現状
	事前対策

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


５　事前対策
　●●市社会福祉協議会は、初期行動計画に定めた事項を達成するため、下記のとおり事前対策を行う。

●●市社会福祉協議会　事前対策表
	取り組み
	現　状
	今後の対策
	期　限
	担　当

	役職員の安否確認方法
	なし
	職員携行カードの作成
	１か月
以内
	□□

	事務所内の揺れ対策
	なし
	家具固定を実施
	１か月
以内
	□□

	重要文書・データのバックアップ
	なし
	支所でバック
アップを保管
	３か月
以内
	○○

	食料や水の備蓄
	水のみ備蓄
	職員３日分相当を備蓄
	６か月
以内
	○○

	備品や資材の備蓄
	なし
	災害ボランティア資機材を購入
	１年
以内
	△△


６　見直し計画
　●●市社会福祉協議会は、見直し計画に基づき、初期行動計画を定期的に見直す。
社会福祉法人●●市社会福祉協議会　初期行動計画見直し計画


社会福祉法人●●市社会福祉協議会　初期行動計画対策チーム（例）
　総務担当課長
　地域福祉担当課長
　介護事業担当課長
　災害ボランティアセンター事業担当者
　＜見直し時期＞　毎年１回、６月３０日までに見直す

	改訂項目
	改訂内容
	担　当

	被害想定
	社協施設やライフラインへの被害想定、道路啓開計画等の変更を
反映する
	災害ボランティアセンター事業
担当者

	災害時参集基準
	職員の異動、採用や退職による
変更を反映する
	総務担当課長

	災害時職員勤務調査票
	職員の異動、採用や退職、
引っ越し等による変更を反映する
	各課長

	災害時参集時間想定表
	災害時職員勤務調査票の
変更内容を反映する
	災害ボランティアセンター事業
担当者

	初動対応
安否確認
	職員携行カードと職員連絡網を
更新する
	各課長

	災害対策本部
	役職員の就任や異動や退職による本部員の変更を反映する
	総務担当課長

	事業分析
優先事業
	事業の増減による変更を反映する
	初期行動計画対策チーム全員


　７　資料

　（１）●●市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル
　（２）●●市社会福祉協議会避難所・福祉避難所運営マニュアル
　（３）備蓄品リスト
　（４）関係機関一覧
●●市社会福祉協議会初期行動計画策定プロジェクトチーム名簿
大規模災害発生





避難・避難誘導





初　動　対　応





安全確保





事　業　継　続





甚大な被害





優先事業の実施とそれ以外の事業の休止





優先事業実施か通常事業継続の判断





軽微な被害





通常事業の継続





被害状況の確認





職員の参集・安否確認





関係機関との連絡





警報解除





市町村社協災害対策本部開催





通常事業の再開





復旧・復興の進展














初 動 対 応





警 報 解 除





安 全 確 保





避　　難





大規模災害発生





出　　勤





家族安否確認





帰　　宅





初 動 対 応





参　　集





安 否 連 絡





警 報 解 除





安 全 確 保





避　　難





大規模災害発生





家族安否確認





帰　　宅





安 全 確 保





避　　難





初 動 対 応





参　　集





安 否 連 絡





警 報 解 除





大規模災害発生





取扱注意





役職員居住地を示す地図を作成し、挿入する。





平成○○年○○月


第１版





地震発生時対応用


職員携行カード





初期行動計画で定めた安否確認方法を記載


災害用伝言ダイヤルや社協所定の安否確認システム











社会福祉法人


○○○社会福祉協議会


初期行動計画基本方針








社会福祉法人


○○○社会福祉協議会





本人情報


氏名�
�
�
自宅住所�
�
�
電話番号�
�
�
勤務先�
�
�
勤務先電話番号�
�
�
生年月日�
�
�
血液型（Ｒｈ）�
�
�
持病・常用薬�
�
�
備考�
�
�
※油性ペンで記入








家族情報


氏名（続柄）�
電話・メール�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
勤務先関係情報


氏名等�
電話・メール�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�


















�








地震発生時の職員参集基準


第1配備体制


基準�
対象者�
�
○○市で震度５弱以上


または


高知県沿岸で津波警報�
事務局長


�
�



第２配備体制


基準�
対象者�
�
○○市で震度６弱以上


または


高知県沿岸で大津波警報�
全職員�
�
備考：





事務所外で被災した時の行動


１．自宅で被災





２．自宅外で被災





３．津波浸水エリアの場合








４．夜間・日没前








５．荒天時








カードを取得された場合は、〇〇○社協


088X-XX-XXXXまでご連絡ください。





揺れがおさまったら





地震が発生したら





緊急地震速報受信





・





・





・減速し路肩に停車





在宅中





車で移動中





・





・





・





・大きな声で地震を周知


・利用者の安全確保


・危険物から離れる


・落下物から身を守る


・出口を確保する





事務所で勤務中





安否確認など次の行動





安全な場所への避難





地震の揺れから身を守る





危険の周知と安全確保





落ち着いたら
























































・





・





・





・ガスなど火元の始末





・





役職員電話・メール連絡網









